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参考様式６（第７条関係・公表用） 

提出された意見等の概要及び提出された意見等に対する対応 

政策等の案の名称：美里町地域防災計画（案） 

№ 提出された意見等の概要 
対     応 修 正 内 容 

（修正したとき） 採用有無 理   由 

１ １ 計画の目的 

第 1 章第 1 節第 1（計画の目的）（ｐ13） 

（１）「町民生活の各分野に渡り重大な 

影響を及ぼすおそれのある風水害等の災 

害に対処するため」は、削除するかまた 

は「町民生活の各分野に渡り重大な影響 

を及ぼすおそれのある災害に対処するた 

め」に改めるのがよいと考えます。 

［理由］ 

本計画は、災害対策基本法第 42 条第

1 項 の 規 定 に 基 づ い て 作 成 す る も の で

す。シンプルに「本計画は、災害対策基本

法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条

第 1 項の規定に基づき」と法的根拠を示

すだけで充分だと考えます。 

「風水害等の」があることによって自

然災害だけに目が奪われ、原子力災害の

ような人的な災害が除外されてしまうお

それがあります。 

 有  いただいたご意見を踏まえ、次のとお

り「風水害等」を削除します。 

第１ 計画の目的（P13） 

本計画は、町民生活の各分野に渡り

重大な影響を及ぼすおそれのある災

害に対処するため、災害対策基本法

（昭和３６年法律第２２３号）第４２

条の規定に基づき美里町の地域に係

る防災対策に関し、町及び町内の公共

的団体その他防災上重要な施設の管

理者の処理すべき事務又は業務の大

綱を定めるとともに、必要な体制を確

立することにより、関係機関の総合的

かつ計画的な防災対策の整備推進を

図り、町土並びに町民の生命、身体、

財産を風水害等から保護し、被害を軽

減することを目的とする。 
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2 １ 計画の目的 

第 1 章第 1 節第 1（計画の目的）（ｐ13） 

（２）「また、災害の発生を完全に防ぐ 

ことは不可能であることから、災害時の 

被害を最小化し、被害の迅速な回復を図 

る「減災」の考えを防災の基本方針とし、 

たとえ被災した場合でも人命が失われな 

いことを最重視する。」という記述は、不 

要だと考えます。 

［理由］ 

これと同等の記述は、災害対策基本法

第 2 条の２（基本理念）に記載されてい

ます。本計画は、災害対策基本法第 42 条

第 1 項の規定に基づいて作成するもので

すから、災害対策の基本理念は同じ災害

対策基本法と同じであるはずです。計画

書のページ数が増大するのを避けるべき

だと思います。 

 無  災害対策基本法に同様のことが記載

されておりますが、法律の記述は、読み

取るのに時間を要する場合もあり、本計

画では、具体的な記述としておりますの

で、記述の削除は考えておりません。 

 

３ ２ 計画の修正 

第 1 章第 1 節第３（計画の修正）（ｐ13） 

（１）「本計画は」を「美里町防災会議・

水防協議会は」に改めるべきだと考えま

す。 

［理由］ 

 有  主語を「市町村防災会議」とすれば、

第３は計画の修正ではなく、市町村防災

会議の役割と変わりますので、ご指摘の

箇所の修正は考えておりません。 

しかし、計画の修正を誰が行うのかと

いう部分が不明ですので、次のとおり修

第３ 計画の修正（P13） 

 本計画は、災害対策基本法第４２条

第１項の規定に基づき、美里町防災会

議・水防協議会が毎年検討を加え、必

要があると認めるときはこれを修正

する。 



3 

 

災害対策基本法の目的には責任の所在を

明確にするがあり、同法に基づいて作成

する本計画も、その目的を満たすべきだ

と考えます。 

災害対策基本法第 42 条第１項の「毎

年市町村地域防災計画に検討を加え」の

主語は、市町村防災会議です。 

正します。 

４ ２ 計画の修正 

第 1 章第 1 節第３（計画の修正）（ｐ13） 

（２）「災害対策基本法第 42 条」を「災

害対策基本法第 42 条第１項」に改める

べきだと考えます。 

［理由］ 

項番を省略するとこの条全体を表すこ

とになり、根拠とする規定が分かりにく

いです。 

 有  いただいたご意見を踏まえ、次のとお

り追加します。 

第３ 計画の修正（P13） 

 本計画は、災害対策基本法第４２条

第１項の規定に基づき、美里町防災会

議・水防協議会が毎年検討を加え、必

要があると認めるときはこれを修正

する。 

５ 

 

２ 計画の修正 

第 1 章第 1 節第３（計画の修正）（ｐ13） 

（３）「美里町防災会議・水防協議会は、

本計画を修正したときは、速やかにこれ

を宮城県知事に報告するとともに、その

要旨を公表する。」を追加すべきだと考え

ます。 

［理由］ 

 無 ご意見の内容は、計画を修正した後に

法律に定められた手続きであり、本計画

は、防災・減災等の内容を定めた計画に

なりますので、追記は考えておりませ

ん。 
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災害対策基本法第 42 条第 5 項の規定に

適合させるためです。 

６ ３ 計画の基本理念 第 1 章第 1 節 

第６（計画の基本理念）（ｐ14） 

（１）第 6（計画の基本理念）は、削除

するべきだと考えます。 

［理由］ 

防災の基本理念は、災害対策基本法第

二条の二に規定されていて、その二号に

同じような趣旨の「住民一人一人が自ら

行う防災活動及び自主防災組織（住民の

隣保協同の精神に基づく自発的な防災組

織をいう。以下同じ。）その他の地域にお

ける多様な主体が自発的に行う防災活動

を促進すること。」があります。本計画が

災害対策基本法第 42 条第 1 項の規定に

基づいて作成する以上、基本理念も引き

継がれているはずです。 

「住民と行政の協働」の下という考え

は、美里町総合計画の基本理念ですから、

個別の計画にはこの考えを謳うのではな

く、この考えを具体化して実装するべき

です。計画書のページ数が増大するのを

避けるべきだと思います。 

 有 災害対策基本法に同様のことが記載

されておりますが、法律の記述は、読み

取るのに時間を要する場合もあり、本計

画では、具体的な記述としておりますの

で、記述の削除は考えておりません。 

 しかし、内容の一部を次のとおり修正

します。 

第６ 計画の基本理念（P14） 

 一部略 

 平成１５年７月２６日、南郷地域に

大きな被害をもたらした宮城県北部

連続地震、平成２３年３月１１日に発

生し、町内全域に甚大な被害を及ぼし

た東日本大震災は、わたしたちの記憶

に新しく、今でもその脅威を忘れるこ

とはできない。この本町の２大地震と

同規模あるいはそれ以上の規模の地

震が近い将来発生することは否定で

きない。本町では現在、大地震の教訓

から災害時における地域防災力の重

要性を見直し、全行政区から立ち上が

った自主防災組織との連携強化、さら

に既存組織の活動の活性化を進めて

いる。 

こういった状況下において、あらゆ

る災害から、町民の生命、身体及び財

産を災害から保護するため、町民と町

が連携して災害に対応することを基

本理念とする。 
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７ ４ 防災機関 

第 1 章第２節第１（組織）（ｐ14） 

（１）防災水防会議の役割に、本計画を

毎年検討するという趣旨の記述を追加す

るべきだと考えます。 

［理由］ 

災害対策基本法第 42 条第 1 項の規定

の要求を実装するためです。 

 無 P13 第３計画の修正と同様の内容に

なりますので、追記は考えておりませ

ん。 

 

８ １ 河川改修事業（ｐ３１） 

江合川、鳴瀬川、出来川の改修工事を

したようですが、７月１５日～１６日の

被害の要因を十分に検証し、内水氾濫含

めて計画の補強をしてください。 

無 令和４年７月記録的大雨災害の被害

の要因については、現在も調査中であり

ますことから、今回の改訂による計画へ

の反映は困難でありますことを御理解

願います。 

 

９ 第１１節 避難収容対策（P48） 

コロナ禍で避難所の定員を少なくする

などの対策を取られていると思うのです

が、人数なども住民へ周知してください。

避難所の定員が分かれば、住民も避難所

以外の選択肢も考えるなど、事前準備の

徹底も促してほしいです。 

指定避難所には、２階駐車場のあるス

ーパーや、高台にある野球場や公園など

も考えてもらいたいです。その点も、住

民 へ の 分 か り や す い 周 知 を お 願 い し ま

無  避難の選択肢については、これまでも

広報やハザードマップにおいて、垂直避

難など避難所へ行くこと以外の避難方

法について周知を図っており、今後も同

様に周知を図ってまいります。 

 指定避難所及び指定緊急避難場所に

ついては、今後検討の上指定してまいり

ます。また、指定した際は、広報等によ

り周知いたします。 
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す。（広報や印刷物など） 

10 第３ 避難所の確保（P49） 

 美里町の避難所は、大半が浸水区域に

あり、１階が浸水します。避難所は大雨

が予測される場合は、明るい移動しやす

い時間に前もって開設をお願いします。

７月１５日、１６日の大雨時には、暗く

なってから大雨の中で避難所が開設され

ました。そのような中での移動は危険で

す。しかも１階建ての浸水区域にある避

難所では、不安で避難しなかったという

住民もいました。より早めの、安全な避

難所の開設を望みます。 

 無 ７月の記録的大雨災害では、１６日の

午前中に避難所を開設しました。避難所

は、職員が巡回し安全であることを確認

の上開設しております。町としても、今

回のような大雨の中、夜間に避難所へ避

難することは危険が伴うことを承知し

ておりますので、安全に避難できるタイ

ミングで避難指示や避難所の開設を行

ってまいります。 
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３ 避難所の管理（P50） 

 「避難所の管理責任者は男女両方配置

するよう努める。」とあるが、緊急時だけ

でなく訓練時から積極的に話し合ってお

くことが大切である。それを踏まえ、避

難所の備蓄も見直してほしいです。 

 女性、子供及び高齢者に優しい避難所

を望みます。 

 災害時に避難所だけでなく、バスを授

乳室や着替え室に活用したという事例を

 無  避難所運営を担当する職員に対し、避

難所運営訓練を実施しております。訓練

後は、参加者から感想や意見をもらい、

マニュアル改正の参考としております。 

避難所の備蓄品につきましては、避難

者が最低限の生活ができるよう備蓄し

ております。しかし、避難者の人数や避

難日数が長引いた場合対応できなくな

ることもございますので、自助の観点か

ら、各々がハザードマップに記載の非常
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聞きました。バスなどの活用も検討して

もらいたいです。 

 避難所へペットを連れていけると思っ

ている住民が多くいます。ゲージに入れ

たことのないペットもいます。町での避

難所のペット対応も周知してください。 

持ち出し品・備蓄品を確保するよう周知

してまいります。 

 バスの活用については、災害時に運転

手の確保など課題がございます。授乳室

等は避難所内にテントを設置するなど

して対応しておりますが、多方面から情

報を収集し改善できる部分は検討して

まいります。 

 ペットの避難につきましては、広報で

周知したいと思います。 

12 第１２節 食料、飲料水及び生活物資の

確保（P52） 

第１・１ 町民及び事業所得の対応 

 「住民は基本の「自らの身は自らで守

る」という原則にもとづき…」とありま

すが、このことが周知されていないと思

います。もっと災害時の備えを各家庭で

備えてもらうように自助の働きかけが必

要です。自助の難しい要支援者などは、

町や地域で把握も必要だと思います。今

後、新しくなるハザードマップにも自助

の強化の備えを記載お願いします。 

 無  自助の必要性については、広報等で周

知してまいりたいと思います。 

要支援者は、台帳を作成して把握して

おります。 

今年度更新するハザードマップには、

自助の強化について記載する予定です。 

 

13 第２０節 ボランティア活動   

第１ 一般ボランティア   

有  P146 ２ 行 政 の 支 援 に 記 載 の 経 費

の助成は、協定書に記載の範囲内で行う

別添計画書のとおり。 

（P146、P54） 
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２ 行政の支援 

■ 一 般 ボ ラ ン テ ィ ア の 主 な 活 動 内 容

（P146、P54） 

 災害ボランティアセンターの設置・運

営に関する協定書（令和４年２月２５日

締結）第９条にある災害ボランティアセ

ンターの設置拠点費用等や運営に係る人

件費、応援職員旅費について町の負担と

定められてあります。このことについて、

現在明記してある災害ボランティアセン

ターの設置・運営に係る経費の助成に包

含されているのでしょうか。ご確認願い

ます。 

 一般ボランティアの主な活動内容につ

いて、54 頁に明記してある内容と 146

頁に明記してある内容が若干違います。

活動内容を精査し統一した内容の明記を

検討していただきたく意見します。 

ものです。 

 一般ボランティアの主な活動内容に

つきましては、次のとおり整理し修正し

ます。 

14 第１４節 ボランティアの受入  

第 ２ 節  一 般 ボ ラ ン テ ィ ア の 受 入 体 制 

（P55） 

１一般ボランティアの受入体制づくり

の担い手  

（１）ボランティアコーディネーターの

有  いただいたご意見を踏まえ、次のとお

り追記します。 

(１ ) ボ ラ ン テ ィ ア コ ー デ ィ ネ ー タ

ーの養成（P55） 

町は、町社会福祉協議会と連携し、

災害が発生したらボランティアがす

ぐに活動ができるように、被災者、地

域住民、行政機関とボランティアを的
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養成 

 「町が、平時から災害ボランティアコ

ーディネーターを養成する。」と明記して

ありますが、現在、本会が、美里町と共催

で災害ボランティアに関する講座を実施

していることから、町は、町社会福祉協

議会と協働し災害ボランティアコーディ

ネーターを養成する。と実情に合わせた

明記を検討していただきたく意見いたし

ます。 

確に結びつける調整役として、平時か

ら災害ボランティアコーディネータ

ーを養成する。また、町民を対象とし

て、養成に関わる費用の一部を補助す

ることを検討する。 

15 ２行政の支援（P55） 

平成１６年３月３１日に宮城県と宮城

県社会福祉協議会と NPO 法人みやぎ災

害救援ボランティアセンターの三者間に

おいて、大規模災害時における県災害ボ

ランティアセンターを連携し設置する旨

の覚書を締結しているが、東日本大震災

を機に災害支援を行う NPO 等関係団体

が増え、近年の災害時にも各市町のボラ

ンティアセンターと連携し支援を行って

きています。また、令和 2 年 7 月豪雨災

害より災害ボランティアセンターの経費

が国庫負担となったことから、宮城県若

しくは美里町と業務委託契約をおこなっ

有  いただいたご意見を踏まえ、次のとお

り修正します。 

２ 行政の支援（P55） 

町は、一般ボランティアの受入体制

づくりについて、町社会福祉協議会、

ＮＰＯ法人等関係機関、県社会福祉協

議会と協働するとともに、必要な調

整、支援を行う。 
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た NPO 団体等の人件費等も認められる

こととなったため、ひとつの NPO 法人

を特化して記載する必要性がなくなって

います。このことにより『NPO 法人みや

ぎ災害救援ボランティアセンター』では

なく『NPO 等関係機関』に修正の検討い

ただきたく意見いたします。 

16 ３ 避難確保計画に対する助言及び指導

（ｐ５７） 

 施設長や職員の意識は施設によってか

なり違います。利用者を守るためにも積

極的な助言、指導をお願いします。 

無 令和２年度に町内の要配慮者利用施

設を対象とした避難確保計画作成に係

る講習会を実施しました。また、毎年行

われる要配慮者利用施設を参集した会

議において周知をしております。 

 

17 ４ 在宅の要配慮者の災害予防対策（ｐ

５８） 

 ７月１５日午後３時ごろレベル３の通

報がありました。その時点で避難所は開

設されていませんでした。（大崎市は開設

の通報あり）夜になっての移動は危険で

す。施設に入らず家族と生活している要

配慮者が避難しやすいように、早めに避

難所を開設するなど体制を整えてくださ

い。 

無 レベル３は、７月１７日午前９時３０

分に谷地中行政区の一部を対象に発令

しております。避難所は、１６日の午前

１０時４８分に開設し、ホームページ、

ライン、エリアメール及びツイッターで

周知しております。 

 

18 第１７節 防災知識の普及（P59） 

 「防災知識の普及に努める」とありま

 無  防災管財課には、現在、地域防災指導

員が常駐しており、地域や学校及び企業
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すが、各地域の自主防災組織の高齢化、

コロナ禍による訓練等の中止により、住

民 へ の 意 識 付 け が 足 り な い と 実 感 し ま

す。特に若い住民に対しての知識の普及

はどのように進めていくのですか。 

へも足を運んで講習会を開催しており

ます。また、宮城県主催の地域防災指導

員養成講座実施の周知を行い、防災知識

の醸成に努める方のサポートをしてお

ります。 

19 ５ 普及内容（ｐ６１） 

 ７月１５日～１６日の大雨では自家用

車の被害も多かったようです。自動車の

避難場所（駐車場）を確保し情報を知ら

せてください。公衆電話の設置場所はか

なり減っています。正確な場所を住民に

知らせてください。 

無 自家用車の避難場所も含めた高台の

避難先の確保に努めてまいります。 

公衆電話の設置場所については、ホー

ムページにおいて周知してまいります。

また、今年度更新するハザードマップに

公衆電話の設置場所が検索できる NTT

東日本のホームページの URL 及び QR

コードを掲載する予定です。 

 

20 第 ２  避 難 情 報 の 発 令 の 内 容 及 び 周 知

（Ｐ９7） 

 警戒レベル３ 行動を住民等に促す情

報に「高齢者等避難」と記載されている

が、わかりやすく説明を加えて発信して

ほしいです。高齢者等避難の等には、要

配慮者、避難に時間がかかる方、小さい

お子さんのいる方も含まれますが、「高齢

者等」ではわかりにくく自分事ととらえ

ることが難しいです。 

 有  いただいたご意見を踏まえ、表の下へ

次のとおり解説を追加します。 

１ 避難情報の発令の基準（P97） 

 ※警戒レベル３は、高齢者等以外の

人も必要に応じ普段の行動を見合わ

せ始めたり、避難の準備をしたり、危

険を感じたら自主的に避難するタイ

ミングをいう。 
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21 ２ 避難時の留意事項（P98） 

 「携帯品は、必要最小限のものにする

こと。」とありますが、食料や水筒（飲

料？）着替え…等を持つと最小にはなり

ません。しかも薬、眼鏡、入歯、お薬手帳

などの方が忘れてはいけない重要な物だ

と思います。「服装は、なるべく軽装とし

…」とありますが、遠足やピクニックを

思い浮かべました。「安全で動きやすい服

装」などの表現の方が適切ではないので

しょうか。 

 有  いただいたご意見を踏まえ、次のとお

り修正します。 

２ 避難時の留意事項（P98） 

・戸締り、火気、電源の始末（ブレー

カーを切る）を完全にすること。 

・携帯品は、必要最小限のものとする

こと。 

（食糧、飲料水、貴重品、着替え、懐

中電灯、携帯ラジオ等） 

・服装は、安全で動きやすい服装と

し、帽子、雨具、防寒衣類等を携行す

ること。 

22 計画の目的 「本計画は風水害等の災害

に対する」 

 上記とありますが、避難所開設（P99）

に「…これらの施設のみをもっては収容

能力に不足が生じるときは、野外にテン

ト等を設置して対応する。この際、車で

の避難は極力避けるよう指導する。」とあ

りますが、大雨時に野外にテントは危険

ではないでしょうか。車での避難ができ

ないのも危険だと思います。そして車も

住民の財産なので車も浸水区域外に避難

させたいです。車での一時待機も考えて

はどうでしょうか。 

 有  いただいたご意見を踏まえ、次のとお

り修正します。また、避難所、避難場所

につきましては、ハザードマップ等にて

広く周知いたします。 

１ 避難所の開設（P9９） 

 町は、災害のため現に被害を受け、

又は受けるおそれのある者で、避難し

なければならない者及び災害時にお

ける相互応援協定締結自治体等の被

災者を保護するために避難所を開設

する必要があるときは、小・中学校の

体育館などの公共建築物等のうち、あ

らかじめ定めた指定避難所の一部あ

るいは全部を避難所として開設する。

また、これらの施設のみをもっては収

容能力に不足が生じるときは、高台に

ある避難場所での車中泊、親戚・知人
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（Ｐ１００）【資料】避難所、避難場所一

覧 

 省略しないで資料としてきちんと付け

てほしいです。 

宅への立ち退き避難などを促す。 

23 第２０節 ボランティア活動   

第１ 一般ボランティア   

１ 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア セ ン タ ー の 設 置

（P145）  

（ ２ ） 県 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア セ ン タ ー

（P146）  

体制整備イメージ図（P147） 

 「町社会福祉協議会が中心となって、

NPO 法人みやぎ災害ボランティアセン

ターと協働し」と明記してありますが、

【２行政の支援】でも意見をさせていた

だいた内容と同様であり、設置に関して

は町社会福祉協議会が中心となり、日本

赤十字社宮城県支部、NPO 法人等関係機

関とも連携を図り活動を展開する予定と

なっていますので、修正の検討いただき

たく意見いたします。 

 また、県災害ボランティアセンターに

ついても同様に修正を検討いただきたく

意見いたします。 

有  いただいたご意見を踏まえ、次のとお

り修正します。 

１ 災害ボランティアセンターの設

置（P145） 

ボランティアの受け入れ調整組織

としては、町社会福祉協議会が中心と

なって、ＮＰＯ法人等関係機関と協働

し、日本赤十字社宮城県支部、災害ボ

ランティア関係団体等とも連携を図

り、活動を展開する。 

(２ ) 県 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア セ ン タ ー

（P146） 

宮城県社会福祉協議会とＮＰO 法

人等関係機関が中心となって設置し、

全国社会福祉協議会等の応援も得な

がら、町災害ボランティアセンターの

体制整備と運営を支援し、被災市町村

間のボランティアの調整等を行う。 

なお、被災の規模により、必要に応

じて、県災害ボランティアセンターの

支部を町災害ボランティアセンター

の後方支援拠点として設置する。 
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■災害ボランティアセンター体制整

備イメージ図（P147）は、別添計画

書のとおり。 

24 第２節 生活支援再建   

第２資金の貸付け   

３生活福祉資金（P183） 

 生活福祉金の「災害援護資金」と明記

されていますが、生活福祉資金の「福祉

費」のなかにある「災害臨時費」の項目が

該当となりますので、ご確認願います。 

有 ご指摘のとおり、次のように修正しま

す。 

３ 生活福祉資金（P183） 

県社会福祉協議会は、被災者に対す

る生活福祉資金の災害臨時費を予算

の範囲内で貸し付ける。貸付対象世帯

は、災害により住宅や家財道具に被害

があったときや、生計の手段である工

場、作業所、倉庫などに被害を受けた

世帯で次の条件のいずれにも適合す

る世帯であること。 

25 第６節 義援金の受入れ、配分（P187） 

■実施機関 

 災害義援金は各機関が金融機関に口座

を開設し、その金融機関が口座の管理す

るだけであり、金融機関が直接募集は行

っていないかと思いますので確認いただ

ければと思います。また、宮城県で義援

金を募集する際は、宮城県、日本赤十字

社宮城県支部、宮城県共同募金会の３者

で義援金募集を行っていることから、宮

城県及び宮城県共同募金会を追記してい

有 ご指摘のとおり、次のように修正しま

す。 

第 ６ 節  義 援 金 の 受 入 れ 、 配 分

（P187） 

大規模災害時には、国内、国外から

多くの義援金が送られてくることが

予想されるため、これらの受入れ体制

を確立し、迅速かつ適切に被災者へ配

分する。 

■実施機関 

防災班、県、日本赤十字社宮城県支部、

宮城県共同募金会 

１ 県の配分（P187） 
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ただきたく意見します。また、第２配分 

１県の配分 「宮城県災害義援金募集配

分委員会」と明記されていますが、「宮城

県災害義援金配分委員会」の誤りかと思

いますので、ご確認願います。 

県及び日本赤十字社宮城県支部等

が受入れた義援金については「宮城県

災害義援金配分委員会」が配分を決定

する。同委員会は被害状況に応じて、

被害市町村に配分する。 

26 ２ 地域住民に対する通信手段の整備 

①ＨＰの「防災ナビみさと」は見やす

く使いやすいと思っていましたが、過去

の 放 送 を 聞 く こ と が で き な く な り ま し

た。昨年夏ごろ問い合わせた時には、１

２月までに整備するという返答でしたが

いまだに使えません。防災無線が聞き取

れない地域に居住している場合、激しい

雨風の音で聞き取りにくい場合、肝心の

ことを聞き逃しもう一度確認したい場合

に活用できない状況です。計画を立てて

も使えなければ意味がありません。 

無 防災ナビみさとにつきましては、過去

の内容を確認できるよう調整しました。 

今後は、防災ナビみさとも活用し、情報

発信に努めてまいります。 

 

27 ②SNS も十分に活用できない現状で

す。計画を立てても使えなければ意味が

ありません。 

無 SNS につきましては、運用方針に基

づき、活用方法を検討してまいります。 

 

28  ③８月１８日から防災情報の配信開始

のお知らせが来ました。ただし、ヤフー

のアプリを入れていない人はそのことを

知らないままです。周知の方法を考えて

無 ご指摘を踏まえまして、ホームペー

ジ、ライン、ツイッターにて周知をいた

しました。また、令和４年１０月号の広

報でも周知をする予定です。 
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ください。先ずは、各地域のコミセンな

どで地域の役員への周知を急ぐべきでし

ょう。 

29 第７ 避難に関する広報 

 大雨時は、防災無線が聞き取りにくい

です。ホームページにある「みさとナビ」

は以前は、過去の放送を聞けて便利でし

た。以前のように使えるよう整備をお願

いします。 

 防災管財課のツイッターで防災無線の

内容をツイートすると、聞き取れない方

にも有効だと思います。同じくラインも

細やかな情報発信をお願いしたいです。

普段から活用することによって、災害時

もスムーズに使いこなせるのだと思いま

す。 

 自主防災組織などでも、ラインで災害

グループを作成するなどして、いち早く

情報伝達できるよう学校などで貸し出し

ているタブレットなどでも良いと思いま

す。整備も検討していただきたい。 

 無  防災ナビみさとにつきましては、過去

の放送内容を確認できるよう調整しま

した。 

ツイッターやラインは、それぞれに運

用方針が定められており、防災無線の内

容をツイートや発信することは、現在の

ところ検討しておりません。 

 自主防災組織は、それぞれの組織でル

ールがあるかと思いますので、それぞれ

の組織の自主性に任せたいと考えてい

ます。 

 

30 ５．計画期間 

（１）本計画の計画期間を明記すべきだ

と考えます。 

 無 本計画は、防災に関する総合的かつ長

期的な計画であり、時々の防災上の重要

課題を把握し、反映させる計画になりま
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［理由］ 

達成時期がない計画は、マネジメントで

きません。PDCA サイクルが回るように

するべきです。 

すので、具体的な計画期間は設定してお

りません。 

31 ６．公表 

（１）公表の方法を明確にすべきだと考

えます。 

［理由］ 

災害対策基本法第 42 条第 5 項は、地域

防災計画を作成し、又は修正したときは

そ の 要 旨 を 公 表 す る こ と を 求 め て い ま

す。公表方法を明らかにしなければ、関

係者がその情報にアクセスすることがで

きません。 

 無 ご意見の内容は、計画を修正した後に

法律に定められた手続きであり、本計画

は、防災・減災等の内容を定めた計画に

なりますので、追記は考えておりませ

ん。 

なお、公表は、町ホームページ及び情

報公開コーナーに掲載することで公表

としたいと考えております。 

 

 


